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５月10日（火）まで 
 
 
５月31日（火）まで 
 
 

①　源泉徴収所得税・特別徴収住民税の納付（４月分） 
 
 
②　法人の確定申告、納付、延納の届出（平成２３年３月期） 
法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、法人事業所税、
法人住民税 

③　法人（申告期限延長承認）の法人税確定申告 
１カ月延長（平成23年２月期） 
２カ月延長（平成23年１月期） 
④　消費税（課税期間1カ月ごと）確定申告（平成23年３月
期） 
⑤　消費税（課税期間３カ月ごと）確定申告（３、６、９、12月
期） 
⑥　法人の中間申告納付（９月期） 
法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、法人住民税 
⑦　法人の消費税中間申告納付 
直前期年税額４，８００万円超 
（１カ月ごと）３月期以外 
直前期年税額４００万円超 
（３カ月ごと）６、９、１２月期 
⑧　自動車税・鉱区税の納付 

（付記）　給与支払者に対し市町村長から住民税特別徴収
額の通知が月末までに行われる。 

 
②～⑦　法人の事業年度（課税期間）終了日は末日とする。 
（付記）　申告期限延長期間にも利子税が賦課されるので、
法定期限（２カ月以内）内に法人税額の見込納付をする（通
則法64①）。 
 
 
 
 
 
 
⑥　消費税の課税期間特例選択届出書は変更する課税期間
の開始日の前日までに届出をしない場合には認められな
い。 
⑦　中間申告納付は、納税額が法人税額10万円超、消費税
額24万円超の場合である。 

⑧　納税日は地方条例で定める日で通常は末日であるが、
通知書の納付期日を確認すること。 

 

今月の税務 
日　付 項　目 備考・コメント 

国
際
会
計 

ス
タ
ッ
フ
・
ペ
ー
パ
ー「
リ
ー
ス
公
開

草
案
再
審
議
の
内
容
」、公
表
│
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
３
月
29
日
、
国
際
会
計
基
準

審
議
会（
以
下
、「
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
」と
い

う
）
は
、
ス
タ
ッ
フ
・
ペ
ー
パ
ー

「
リ
ー
ス
公
開
草
案
の
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
に

よ
る
再
審
議
の
内
容
」（
以
下
、「
ス

タ
ッ
フ
・
ペ
ー
パ
ー
」と
い
う
）を
公

表
し
た
。
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
２
０
１
０

年
８
月
に
Ｉ
Ａ
Ｓ
17
号「
リ
ー
ス
」を

改
訂
す
る
た
め
の
公
開
草
案「
リ
ー

ス
」（
以
下
、「
公
開
草
案
」と
い
う
）

を
公
表
し
て
お
り
、
ス
タ
ッ
フ
・

ペ
ー
パ
ー
は
こ
れ
に
対
す
る
コ
メ
ン

ト
の
検
討
を
経
た
も
の
で
あ
る
。
今

後
、
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
活
動
を
経
て
、

２
０
１
１
年
６
月
にB

allot

（
Ｉ
Ａ

Ｓ
Ｂ
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
す
べ
て
の
意

思
決
定
お
よ
び
公
式
な
採
決
の
完

了
）が
行
わ
れ
、
当
該
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
関
す
る
最
終
の
基
準
書
は
、
２

０
１
１
年
下
半
期
に
公
表
さ
れ
る
予

定
で
あ
る
。

ス
タ
ッ
フ
・
ペ
ー
パ
ー
に
記
載
さ

れ
て
い
る
公
開
草
案
に
対
す
る
主
な

検
討
内
容
と
し
て
は
、
次
が
挙
げ
ら

れ
る
。

●
リ
ー
ス
の
類
型

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
と
そ
れ

以
外
の
リ
ー
ス
の
２
つ
に
リ
ー
ス
を

税
　
務 

東
日
本
大
震
災
へ
の
税
制
上
の
対

応（
第
１
弾
）、策
定
へ
│
政
府
税
調

去
る
４
月
13
日
、
平
成
23
年
度
第

１
回
目
と
な
る
政
府
税
制
調
査
会
が

開
か
れ
、
東
日
本
大
震
災
へ
の
税
制

上
の
対
応（
第
１
弾
）に
つ
い
て
議
論

が
行
わ
れ
た
。

今
般
の
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被

害
が
未
曾
有
の
規
模
で
あ
る
た
め
、

阪
神
・
淡
路
大
震
災
時
の
対
応
に
比

べ
、
大
幅
な
拡
充
・
新
設
が
行
わ
れ

て
い
る
。
政
府
・
与
党
間
な
ど
で
現

在
協
議
中
の
も
の
も
含
め
、
国
税
だ

け
で
も
全
23
項
目
に
な
る
。

新
設
さ
れ
た
主
な
項
目（
国
税
）は

次
の
と
お
り
。

・
大
震
災
関
連
寄
附
に
係
る
寄
附
金
控

除
の
拡
充（
所
得
税
）

・
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
税
の
特
例

措
置
に
係
る
居
住
要
件
の
免
除
等

（
資
産
税
）

・
被
災
し
た
船
舶
・
航
空
機
の
再
建
造

等
に
係
る
登
録
免
許
税
の
免
税（
資

産
税
）

・
建
設
工
事
の
請
負
に
関
す
る
契
約
書

等
の
印
紙
税
の
非
課
税（
消
費
課
税
）

・
被
災
自
動
車
に
係
る
自
動
車
重
量
税

の
特
例
還
付（
消
費
課
税
）

・
被
災
者
の
買
換
え
車
両
に
係
る
自
動

車
重
量
税
の
免
税
措
置（
消
費
課
税
）

・
揮
発
油
税
等
の「
ト
リ
ガ
ー
条
項
」の

廃
止（
そ
の
他
）

地
方
税
に
お
い
て
も
、
大
幅
な
拡

充
・
新
設
が
行
わ
れ
て
お
り
、
阪

神
・
淡
路
大
震
災
時
に
比
べ
、
国

税
・
地
方
税
と
も
に
自
動
車
や
船
舶

な
ど
交
通
手
段
に
係
る
項
目
に
重
点

が
置
か
れ
て
い
る
の
が
特
徴
的
だ
。

未
定
で
は
あ
る
も
の
の
、
ト
リ
ガ
ー

条
項
の
廃
止
に
つ
い
て
は
、
期
限
が

特
定
さ
れ
て
い
な
い
。

な
お
、
第
１
弾
は
、
現
行
税
制
上

そ
の
ま
ま
適
用
す
る
こ
と
が
実
態
等

に
照
ら
し
て
適
当
で
な
い
と
さ
れ
る

も
の
に
つ
い
て
の
緊
急
対
応
と
し

て
、
取
り
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
も
の

で
あ
り
、
４
月
下
旬
に
も
法
案
と
し

て
国
会
に
提
出
す
る
予
定
。

し
か
し
、
震
災
の
全
容
が
い
ま
だ

み
え
て
こ
な
い
、
原
発
な
ど
の
複
合

災
害
が
現
在
も
進
行
中
で
あ
る
、
な

ど
の
状
況
に
よ
り
、
今
後
も
さ
ら
な

る
対
応
策
の
検
討
が
必
要
に
な
っ
て

く
る
。
そ
の
た
め
、
第
１
弾
で
は
俎

上
に
載
ら
な
か
っ
た
、
企
業
の
復
興

に
向
け
た
税
制
上
の
対
応
な
ど
は
第

２
弾
と
し
て
策
定
す
る
予
定
。

策
定
時
期
は
未
定
で
は
あ
る
も
の

の
、
必
要
と
な
る
ニ
ー
ズ
や
状
況
な

ど
を
確
認
の
う
え
、
本
国
会
会
期
中

に
策
定
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
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フラッ
シュ 

が
創
業
し
た
会
社
。
エ
ジ
ソ
ン
へ
の

複
雑
な
心
境
は
、
社
会
生
活
に
色
濃

く
刻
ま
れ
て
い
る
。
エ
ジ
ソ
ン
の
功

績
を
最
大
に
評
価
す
る
た
め
に
は
、

そ
の
業
績
に
の
め
り
込
ま
な
い
必
要

が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
高
級
ブ
ラ

ン
ド
品
の
価
値
が
、
大
衆
に
ま
で
広

く
普
及
し
て
し
ま
わ
な
い
こ
と
で
保

た
れ
て
い
る
よ
う
に
。

３
月
末
段
階
で
東
京
電
力
管
内
で

の
運
転
停
止
電
力
は
１
、
３
０
０
万

ｋ
ｗ
。
計
画
停
電
は
、
こ
の
分
を
補

う
目
的
で
実
施
さ
れ
て
い
る
。
東
電

の
契
約
口
数
は
２
、
８
６
２
万
だ

が
、
世
帯
は
約
２
千
万
程
度
だ
と
推

定
さ
れ
る
。
電
気
が
厄
介
な
の
は
、

保
存
が
利
か
な
い
こ
と
だ
。

３
月
段
階
で
の
料
金
体
系
を
前
提

に
す
れ
ば
、
全
て
の
世
帯
が
第
二
段

階
料
金
だ
と
し
て
１
ｋ
ｗ
当
た
り
の

電
力
料
金
は
22
・
８
６
円
。
こ
れ
に

太
陽
光
発
電
促
進
付
加
金
０
・
０
３

円
が
上
乗
せ
さ
れ
る
と
22
・
８
９
円

に
な
る
。
全
て
の
家
庭
で
点
け
っ
放

し
状
態
に
な
っ
て
い
る
60
ｗ
電
球
を 1.37

 どう見る？ 
　　　この数字 

─社会を考える 
　小さくて大きい金額 

1.37円 

外
せ
ば
、
基
本
料
金
に
与
え
る
効
果

は
１
・
３
７
円
に
し
か
な
ら
な
い
。

だ
が
、
消
費
電
力
に
与
え
る
効
果
で

考
え
れ
ば
、
１
２
０
万
ｋ
ｗ
。
不
足

分
に
対
し
て
は
９
％
に
な
る
。
そ
れ

で
も
、
家
庭
だ
け
で
不
足
分
を
補
填

す
る
に
は
約
１
２
０
ｗ
を
消
費
す
る

テ
レ
ビ
や
３
０
０
ｗ
近
く
を
消
費
す

る
冷
暖
房
機
器
へ
も
手
を
つ
け
る
必

要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
根
幹
を
な
し
て
い

る
電
力
は
、
庶
民
に
と
っ
て
は
生
活

の
深
部
に
ま
で
入
り
込
ん
で
い
る
。

停
電
が
生
む
暗
闇
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
作
る
際
に
排
出
さ
れ
る
温
暖
化
ガ

ス
を
減
ら
す
一
方
で
、
犯
罪
の
増
加

に
繋
が
る
か
も
し
れ
な
い
。
電
子
化

済
み
の
シ
ス
テ
ム
を
瀕
死
に
直
面
さ

せ
る
一
方
で
、
昭
和
時
代
に
戻
っ
て

人
手
を
必
要
と
す
る
新
た
な
雇
用
増

に
繋
が
る
か
も
し
れ
な
い
。
夜
中
の

産
業
が
衰
退
す
る
一
方
で
、
１
年
も

経
て
ば
出
生
率
の
低
下
に
歯
止
め
が

か
か
っ
て
い
る
か
も
し
れ
な
い
。

何
よ
り
も
、
こ
れ
ま
で
意
識
の
外

に
置
い
て
い
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト

の
水
準
と
費
用
と
効
果
を
生
活
者
が

脳
裏
に
刻
み
込
む
機
会
を
与
え
る
。

時
間
当
た
り
１
・
３
７
円
の
節
約

を
、
自
分
の
た
め
に
は
小
さ
い
が
、

世
間
の
た
め
に
は
大
き
い
と
考
え
る

か
否
か
で
、
社
会
と
の
関
わ
り
を
考

え
る
人
が
増
え
る
可
能
性
も
あ
る
。

（
神
保
敏
明
）

巨
大
地
震
が
揺
さ
ぶ
っ
た
の
は
国

土
だ
け
で
は
な
か
っ
た
。
市
民
社
会

そ
の
も
の
や
心
の
あ
り
様
に
ま
で
踏

み
込
ん
で
き
た
。
し
か
も
、
そ
の
余

震
は
長
く
、
大
き
い
。
つ
ま
り
、
外

的
に
も
内
的
に
も
、
だ
。

外
的
に
、
幅
広
い
人
び
と
の
生
活

と
生
業
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
の

は
電
力
だ
。
豊
富
に
供
給
さ
れ
て
い

た
平
時
に
は
、
そ
の
あ
り
が
た
味
は

軽
ん
じ
ら
れ
て
い
た
。
む
し
ろ
、
恨

み
つ
ら
み
も
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

電
灯
照
明
が
な
け
れ
ば
、
人
は
夜
間

残
業
を
す
る
こ
と
も
な
か
っ
た
。
電

話
が
な
け
れ
ば
、
遠
く
か
ら
命
令
さ

れ
る
こ
と
も
な
か
っ
た
。

こ
れ
ら
を
発
明
し
た
エ
ジ
ソ
ン
が

い
な
く
て
も
、
誰
か
が
同
じ
も
の
を

発
明
し
て
い
た
だ
ろ
う
が
、
差
し
あ

た
っ
て
は
エ
ジ
ソ
ン
を
恨
も
う
…
。

そ
う
思
っ
た
こ
と
が
あ
る
人
で
さ

え
、
電
気
が
手
に
入
ら
な
く
な
り
、

計
画
停
電
で
暖
房
も
照
明
も
途
絶
え

た
部
屋
で
闇
鍋
の
夕
食
を
つ
い
ば
め

ば
、
エ
ジ
ソ
ン
へ
の
畏
敬
が
蘇
っ
た

か
も
し
れ
な
い
。
と
り
わ
け
、
74
万

戸
に
到
達
し
て
い
る
オ
ー
ル
電
化
住

宅
で
は
、
調
理
器
具
、
電
子
錠
な
ど

で
実
感
し
て
い
る
こ
と
だ
ろ
う
。

津
波
被
害
で
深
刻
な
事
態
に
陥
っ

た
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
設
計

は
Ｇ
Ｅ
が
行
っ
た
。
建
設
も
一
号
機

が
Ｇ
Ｅ
、
二
号
機
と
六
号
機
は
Ｇ
Ｅ

と
東
芝
共
同
だ
。
Ｇ
Ｅ
は
エ
ジ
ソ
ン

区
分
し
、
費
用
の
認
識
に
お
い
て
、

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
で
は
割
引

計
算
を
行
い
、
そ
れ
以
外
の
リ
ー
ス

で
は
原
則
と
し
て
定
額
法
を
用
い
る

こ
と
が
暫
定
的
に
決
定
さ
れ
た
。

●
リ
ー
ス
期
間

リ
ー
ス
期
間
は
解
約
不
能
期
間
に
、

リ
ー
ス
契
約
を
更
新
す
る
ま
た
は
解

約
し
な
い
と
い
う
重
要
な
経
済
的
動

機
が
あ
る
場
合
に
は
、そ
の
オ
プ
シ
ョ

ン
を
加
算
し
た
期
間
と
す
る
こ
と
が

暫
定
的
に
決
定
さ
れ
た
。こ
れ
は
、特

に
概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
お
け
る

資
産
・
負
債
の
定
義
の
観
点
か
ら
疑
問

が
呈
さ
れ
て
い
た
項
目
で
あ
る
。

●
短
期
リ
ー
ス

短
期
リ
ー
ス
に
関
す
る
リ
ー
ス
資

産
お
よ
び
リ
ー
ス
負
債
を
認
識
せ

ず
、
原
則
と
し
て
リ
ー
ス
料
を
リ
ー

ス
期
間
に
わ
た
り
定
額
法
で
損
益
認

識
す
る
と
い
う
会
計
方
針
を
選
択
で

き
る
こ
と
が
暫
定
的
に
決
定
さ
れ

た
。
こ
れ
は
、
実
務
に
お
け
る
適
用

の
観
点
か
ら
検
討
さ
れ
て
い
る
。

前
記
の
う
ち
、
リ
ー
ス
期
間
と
短

期
リ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
借
手
と
貸

手
の
両
方
を
取
り
扱
っ
て
い
る
が
、

リ
ー
ス
の
類
型
に
つ
い
て
は
借
手
の

み
を
取
り
扱
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
貸

手
の
会
計
処
理
の
検
討
が
遅
れ
て
い

る
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。

よ
り
詳
細
な
情
報
は
、
本
誌
32

ペ
ー
ジ
を
参
照
さ
れ
た
い
。

国
際
会
計 

問
題
の
生
じ
た
債
務
の
再
編
に
関

す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表
│
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
４
月
５
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
１
―
02
「
債
権（
ト
ピ
ッ
ク

310
）―
再
編
が
問
題
の
生
じ
た
債
務

の
再
編
（t

r
o
u
b
le
d
 
d
e
b
t

restructuring

）で
あ
る
か
ど
う
か

の
債
権
者
の
決
定
」を
公
表
し
た
。

こ
れ
は
、
２
０
１
０
年
10
月
12
日
に

公
表
し
た
公
開
草
案
の
最
終
基
準
書

で
あ
り
、
公
開
草
案
に
い
く
つ
か
の

ガ
イ
ダ
ン
ス
が
追
加
さ
れ
て
い
る
。

今
回
の
改
訂
で
は
、
再
編
が「
問
題

の
生
じ
た
債
務
の
再
編
」か
ど
う
か

に
つ
い
て
、
債
権
者(c

r
e
d
ito
r
)

が
、「
債
務
者
に
譲
歩(concession)

を
与
え
た
か
ど
う
か
」と「
債
務
者
が

財
政
的
に
困
難
な
状
況
に
あ
る
か
ど

う
か
」を
別
個
に
検
討
し
、
判
断
す

る
た
め
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
明
確
に
し

て
い
る
。

譲
歩
を
与
え
て
い
る
か
ど
う
か
の
決
定

再
編
が「
問
題
の
生
じ
た
債
務
の
再

編
」に
あ
た
る
か
ど
う
か
の
評
価
に
あ

た
り
、債
権
者
は
、債
務
者
の
再
編
前

と
再
編
後
の
実
効
利
率
の
比
較
を
使

用
す
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
る
。

ま
た
、
次
の
場
合
に
は
譲
歩
を
与

え
て
い
る
。
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・
再
編
の
結
果
、
担
保
も
考
慮
し
た
う

え
で
、
債
務
者
が
、
期
限
が
到
来
し

て
い
る
契
約
上
の
利
率
の
未
払
利
息

を
含
む
す
べ
て
の
金
額
を
回
収
で
き

る
こ
と
を
期
待
し
な
い
場
合

・
再
編
の
一
部
と
し
て
受
け
取
っ
た
追

加
の
担
保
ま
た
は
保
証
が
、
再
編
の

そ
の
他
の
条
件
の
適
切
な
補
償
と
し

て
機
能
し
な
い
場
合

次
の
状
況
で
は
、
決
定
の
た
め
、

債
権
者
は
再
編
の
す
べ
て
の
内
容
を

検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

・
債
務
者
が
、
債
務
の
再
編
の
た
め

「
類
似
の
リ
ス
ク
特
性
を
有
す
る
債

務
の
市
場
金
利
」の
資
金
に
ア
ク
セ

ス
で
き
な
い
場
合

・
再
編
に
よ
り
、
契
約
上
の
金
利
の
一

時
的
ま
た
は
永
久
的
な
増
加
を
生
じ

た
と
し
て
も
、
再
編
し
た
債
権
の
新

し
い
契
約
上
の
金
利
が
類
似
の
リ
ス

ク
特
性
を
有
す
る
新
し
い
債
務
の
市

場
金
利
よ
り
低
い
場
合

再
編
が
重
要
で
な
い（insignificant

）

支
払
の
遅
延
の
み
で
あ
る
場
合
は
譲

歩
で
は
な
く
、遅
延
す
る
期
間
と
遅
延

す
る
金
額
を
考
慮
し
て
、重
要
で
は
な

い
支
払
の
遅
延
は
判
断
さ
れ
る
。

財
政
上
の
困
難
な
状
況

債
権
者
は
、
債
務
者
が
債
務
不
履

行
と
な
っ
て
い
る
か
、
破
産
宣
言
を

し
た
か
、
継
続
企
業
に
か
な
り
懸
念

が
あ
る
か
、
株
式
が
上
場
廃
止
と

な
っ
た
か
な
ど
を
考
慮
す
る
。

適
用
時
期

「
問
題
の
生
じ
た
債
務
の
再
編
」の

分
類
は
、
２
０
１
１
年
６
月
15
日
以

降
開
始
す
る
最
初
の
期
中
期
間（
ま
た

は
年
度（
期
中
期
間
の
報
告
が
な
い
場

合
））（
日
本
の
３
月
決
算
の
上
場
会
社

の
場
合
に
は
、
２
０
１
１
年
７
月
１

日
に
開
始
す
る
四
半
期
）か
ら
適
用
さ

れ
、
適
用
年
度
の
期
首（
日
本
の
３
月

決
算
の
上
場
会
社
の
場
合
に
は
、
２

０
１
１
年
４
月
１
日
）以
降
に
発
生
し

た
す
べ
て
の
再
編
に
適
用
さ
れ
、
早

期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。
改
訂
に
よ

る
分
類
を
想
定
し
た
場
合
に
追
加
の

減
損
が
発
生
す
る
ケ
ー
ス
で
は
、
開

示
が
要
求
さ
れ
る
。

ま
た
、
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
１
―
01
に

よ
り
適
用
日
が
延
期
と
な
っ
て
い
た

「
問
題
の
生
じ
た
債
務
の
再
編
」に
関

す
る
開
示
の
適
用
日
も
前
記
と
同
様

に
な
る
。
な
お
、
要
求
さ
れ
る
開
示

は
、「
問
題
の
生
じ
た
債
務
の
再
編
」

に
つ
い
て
金
融
債
権
の
ク
ラ
ス
ご
と

に
変
更
条
件
の
内
容
と
金
額
的
影
響

や
、
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
・
セ
グ
メ
ン

ト
ご
と
の
条
件
の
修
正
が
ど
の
よ
う

に
貸
倒
引
当
金
の
決
定
に
組
み
入
れ

ら
れ
た
か
に
つ
い
て
の
質
的
な
情
報

な
ど
で
あ
る
。

会
　
計 

金
融
資
産
の
分
類
測
定
検
討
状
況

の
整
理
、コ
メ
ン
ト
対
応
開
始

│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
金
融
商
品
専
門
委

去
る
４
月
５
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
79
回
金
融
商
品
専
門
委

員
会
を
開
催
し
た
。
日
本
基
準
に
関

す
る
主
な
検
討
事
項
は
次
の
と
お

り
。

公
正
価
値
測
定
公
開
草
案
へ
の

コ
メ
ン
ト
対
応

前
回（
本
誌
４
月
１
日
号
情
報
フ

ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）発
表
の
審
議
日
程

か
ら
変
更
が
あ
る
旨
が
示
さ
れ
た
。

３
月
か
ら
５
月
前
半
に
か
け
て
コ
メ

ン
ト
対
応
が
行
わ
れ
、
５
月
後
半
か

ら
６
月
に
か
け
て
、
文
案
の
検
討
に

入
る
。
７
月
に
公
表
議
決
が
ず
れ
込

む
可
能
性
も
あ
る
。

金
融
資
産
の
分
類
お
よ
び
測
定
検
討

状
況
の
整
理
へ
の
コ
メ
ン
ト
紹
介

昨
年
８
月
に
公
表
し
た「
金
融
商

品
会
計
基
準（
金
融
資
産
の
分
類
及

び
測
定
）の
見
直
し
に
関
す
る
検
討

状
況
の
整
理
」へ
の
コ
メ
ン
ト
紹
介

が
行
わ
れ
た
。

６
月
末
ま
で
に
コ
メ
ン
ト
対
応
を

行
い
、
そ
の
後
文
案
を
検
討
、
今
年

７
月
か
ら
９
月
に
か
け
て
公
表
予
定

の
金
融
商
品
の
包
括
的
な
公
開
草
案

に
反
映
さ
せ
る
予
定
。

現
行
の
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
と
今
年
後
半
に

公
表
予
定
の
も
の
が
あ
る
が
、
今
回

の
検
討
状
況
の
整
理
の
前
提
と
な
る

の
が
現
行
の
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
で
あ
る

た
め
、
そ
れ
に
沿
う
べ
き
で
あ
る
。

し
か
し
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
今
後
方
針
転監

　
査 

四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
基
準
等
改
訂
案
、

公
表
│
企
業
会
計
審
議
会
監
査
部
会

去
る
４
月
８
日
、企
業
会
計
審
議
会

監
査
部
会
は
、「
中
間
監
査
基
準
及
び

四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
基
準
の
改
訂
に
つ

い
て
」（
公
開
草
案
）を
公
表
し
た
。意

見
募
集
期
間
は
、５
月
９
日
ま
で
。

主
な
改
訂
内
容
と
し
て
は
、平
成
22

年
３
月
に
公
表
さ
れ
た
監
査
基
準
の

改
訂
と
同
様
、国
際
監
査
基
準
に
お
け

る
明
瞭
性（
ク
ラ
リ
テ
ィ
）プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
踏
ま
え
、国
際
監
査
基
準
と
の

差
異
の
調
整
が
行
わ
れ
て
い
る
。

ま
た
、過
年
度
遡
及
会
計
基
準
の
適

用
に
伴
う
対
応
に
つ
い
て
の
考
え
方

も
示
さ
れ
て
い
る
。す
な
わ
ち
、比
較

情
報
と
し
て
開
示
さ
れ
る
前
期
の
中

間
財
務
諸
表
ま
た
は
四
半
期
財
務
諸

表
に
関
す
る
監
査
手
続
に
つ
い
て
は
、

年
度
の
財
務
諸
表
に
お
け
る
比
較
情

報
と
同
様
、限
定
し
た
形
で
行
う
こ
と

が
適
当
で
あ
る
な
ど
と
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
改
訂
中
間
監
査
基
準
は
、

平
成
23
年
９
月
30
日
以
後
終
了
す
る

中
間
会
計
期
間
に
係
る
中
間
財
務
諸

表
の
中
間
監
査
か
ら
、
改
訂
四
半
期

レ
ビ
ュ
ー
基
準
は
、
平
成
23
年
４
月

１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係

る
四
半
期
財
務
諸
表
の
監
査
証
明
か

ら
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

換
す
る
場
合
は
、
そ
れ
に
応
じ
て
変

え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
の

見
解
が
示
さ
れ
た
。

金
　
融 

原
発
事
故
の
拡
大
と
膨
張
す
る

日
本
の
公
的
債
務

東
日
本
大
震
災
の
被
害
額
は
、
ま

だ
全
体
像
も
つ
か
め
な
い
。
今
後
復

興
に
向
け
て
は
組
む
べ
き
国
家
予
算

も
未
だ
に
明
確
に
は
な
ら
な
い
。

東
日
本
大
震
災
の
経
済
的
被
害

は
、
３
月
23
日
の
月
例
経
済
報
告
に

お
い
て
、
損
壊
し
た
道
路
、
港
湾
や

電
気
、
ガ
ス
、
水
道
な
ど
の
社
会
イ

ン
フ
ラ
と
住
宅
、
企
業
の
工
場
設
備

な
ど
の
建
物
、
農
地
な
ど
、
15
〜
25

兆
円
と
見
込
ま
れ
た
が
、
原
発
事
故

と
関
東
地
区
の
計
画
停
電
の
影
響
が

含
ま
れ
て
い
な
い
。

計
画
停
電
は
、原
則
実
施
し
な
い
と

い
う
政
府
の
方
針
も
発
表
さ
れ
た
う
え

に
、仮
に
実
施
さ
れ
て
も
夏
の
最
大
需

要
期
に
向
け
た
事
前
準
備
も
見
込
ま
れ

る
の
で
損
害
額
は
限
定
的
だ
ろ
う
。
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フラッ
シュ 

日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号 

この１0日間に公表・公布された経理関係重要法規等 

 
2011年
4月5日 
 
  

2011年
4月5日 
 
 

2011年
4月6日 
  

2011年
4月6日 
  

2011年
4月6日 
 

2011年
4月8日  
2011年
4月8日 
 

2011年
4月8日 

 
ＡＳＵ２０１１―０２「債権（トピック３１０）―再編が問
題の生じた債務の再編であるかどうかの債権者の決定」 
 
  
東日本大震災により被災した上場会社に対する時価
総額基準等の適用について    
政令第96号 
金融商品取引法施行令及び公認会計士法施行令の一
部を改正する政令  
内閣府令第19号 
金融商品取引法第２条に規定する定義に関する内閣
府令等の一部を改正する内閣府令    
災害等を受けた場合の納税の緩和制度 
 
 
災害に関する相続税及び贈与税の取扱いＦＡＱ 
 
災害に関する法人税、消費税及び源泉所得税の取扱
いFAQ   
中間監査基準及び四半期レビュー基準の改訂につい
て（公開草案） 

  
FASB 
 
  

東京証
券取引
所 
 
 
　 
 
  

金融庁 
 
  

国税庁 
 
 

国税庁 
  

国税庁 
 
 

金融庁 

今改訂では、再編が「問題の生じた債務の再編」かどうかにつ
いて、債権者が「債務者に譲歩を与えたかどうか」と「債務者
が財政的に困難な状況にあるかどうか」を別個に検討し、判
断するためのガイダンスを明確にしたもの。  
震災による影響を踏まえ、被災した上場会社が市場第一部か
ら市場第二部への指定替え基準（時価総額基準）または上場
廃止基準（時価総額基準・マザーズ株価基準）に新たに抵触し
た場合の取扱いをまとめたもの。   
有価証券の売出しに該当しない有価証券の取引などについ
ての改正が行われたもの。    
適格機関投資家の範囲や届出を要しない有価証券の募集ま
たは売出しなどについての改正が行われたもの。   
震災により、家屋等の財産に被害を受けた納税者や、国税の
納付が困難となった場合について、納税猶予等の納税の緩和
制度の適用についてまとめたもの。  
小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例など、
全４問。  
申告期限の延長や自社製品等の被災者に対する提供など、全
37問。  
国際監査基準の改正を踏まえ、中間監査報告書および四半期レビュー
報告書の記載内容等を規定している報告基準について、国際監査
基準との差異を調整するもの。コメント募集は2011年５月９日まで。 

2011年 
5月1日号 
ニュース記事 

2011年 
5月1日号 
ニュース記事 

逆
に
試
算
が
極
め
て
困
難
な
の
は
、

原
発
事
故
の
被
害
額
と
そ
の
補
償
額

だ
。あ
る
民
間
金
融
機
関
の
試
算
で

は
、今
後
２
年
間
に
10
兆
円
程
度
の
損

害
賠
償
責
任
が
生
じ
る
そ
う
だ
。し
か

し
、福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
近
く
の

避
難
世
帯
だ
け
で
は
な
く
、出
荷
停
止

と
な
っ
た
野
菜
農
家
、放
射
能
汚
染
が

確
認
さ
れ
た
魚
類
に
関
す
る
漁
業
関

連
の
被
害
な
ど
を
含
め
る
と
、対
象
地

域
は
広
域
に
わ
た
り
福
島
１
県
だ
け

に
お
さ
ま
ら
な
い
。

し
か
も
、損
害
拡
大
は
今
も
ま
だ
進

行
中
で
あ
り
、今
後
他
国
か
ら
の
損
害

賠
償
請
求
も
加
わ
り
拡
大
す
る
懸
念

が
あ
る
。し
た
が
っ
て
10
兆
円
を
大
き

く
上
回
る
金
額
に
な
り
そ
う
だ
。

原
子
力
発
電
事
故
の
賠
償
を
定
め

た
原
子
力
損
害
賠
償
法
で
は
、
強
制

加
入
の
原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険

の
賠
償
措
置
額
が
１
、
２
０
０
億
円

な
ど
、
今
回
想
定
さ
れ
る
金
額
に
対

し
て
あ
ま
り
に
も
桁
違
い
で
、
想
定

さ
れ
る
一
企
業
の
賠
償
額
を
大
き
く

超
え
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
賠
償

措
置
額
を
超
え
る
原
子
力
損
害
の
場

合
は
、
国
が
原
子
力
事
業
者
に
必
要

な
援
助
を
行
う
こ
と
が
可
能
と
さ
れ

て
い
る
が
、
結
局
最
終
的
に
は
公
的

資
金
の
投
入
が
避
け
ら
れ
な
い
こ
と

に
な
り
そ
う
だ
。

当
初
算
定
し
た
津
波
に
よ
る
社
会

イ
ン
フ
ラ
の
損
害
額
と
あ
わ
せ
る
と

少
な
く
と
も
数
十
兆
円
規
模
と
な

り
、
年
間
国
家
予
算
の
半
分
以
上
が

見
込
ま
れ
る
。
今
回
の
震
災
は
損
害

額
の
数
字
だ
け
で
も
前
代
未
聞
の
規

模
に
膨
ら
み
、
元
々
膨
大
な
公
的
債

務
を
抱
え
て
い
た
日
本
は
さ
ら
に
重

荷
を
抱
え
た
こ
と
に
な
る
。

証
　
券 

復
興
資
金
は
富
裕
層
向
け
国
債
の

発
行
で
調
達

大
震
災
か
ら
の
復
興
は
、ま
ず
応
急

手
当
の
仮
設
住
宅
建
設
か
ら
始
ま
っ

た
。と
こ
ろ
が
、住
宅
メ
ー
カ
ー
か
ら

は
資
材
・
部
品
不
足
が
伝
え
ら
れ
、大

量
の
注
文
に
短
期
間
で
応
え
る
こ
と

は
困
難
と
の
声
が
上
が
っ
て
い
る
。東

北
地
方
に
集
積
さ
れ
て
い
た
多
様
な

製
造
業
が
打
撃
を
被
り
、供
給
の
連
鎖

に
さ
ま
ざ
ま
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
た
め
だ
。阪
神
大
震
災
を
大
き
く
上

回
る
地
震
の
破
壊
力
が
復
興
過
程
に

も
困
難
さ
を
も
た
ら
し
、こ
れ
ま
で
の

経
験
が
役
立
た
な
い
の
で
は
と
い
う

懸
念
が
強
ま
っ
て
い
る
。

供
給
力
の
ほ
か
、
復
興
資
金
の
調

達
も
難
題
で
あ
る
。
国
家
財
政
は
借

金
に
借
金
を
重
ね
て
き
た
と
こ
ろ

へ
、
巨
額
の
資
金
が
必
要
に
な
っ
て

き
た
。
こ
れ
を
ど
う
調
達
す
る
か
、

要
す
る
に
国
債
に
ど
う
立
ち
向
か
う

か
が
最
大
の
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

デ
フ
レ
脱
却
手
段
と
し
て
も
提
唱

す
る
向
き
の
あ
っ
た
国
債
の
日
銀
引

受
け
は
禁
じ
手
で
あ
り
、早
々
と
姿
を

消
し
た
。残
る
は
国
債
増
発
、増
税
実

施
く
ら
い
し
か
な
い
。増
税
は
消
費
税

ア
ッ
プ
、高
額
所
得
層
へ
の
課
税
強
化

と
い
っ
た
と
こ
ろ
だ
ろ
う
。

増
税
は
消
費
へ
の
影
響
を
考
え
る

と
、現
在
の
局
面
で
は
実
施
す
べ
き
で

な
い
。結
局
、国
債
増
発
し
か
な
い
こ

と
に
な
る
。た
だ
国
債
を
増
発
す
る
だ

け
で
は
能
が
な
い
。目
的
を
限
っ
た
国

債
を
高
齢
・
高
所
得
層
に
対
し
て
発
行

し
て
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。個
人
向
け
救

国
国
債
の
発
行
で
あ
る
。

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
ん
だ
現
在
、資

金
調
達
は
国
際
的
視
点
に
立
っ
て
行

わ
な
け
れ
ば
、国
際
的
信
用
を
失
い
、

投
機
筋
の
餌
食
に
な
る
だ
け
だ
。責
任

あ
る
経
済
大
国
で
あ
る
日
本
の
一
挙

一
動
は
、世
界
経
済
に
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
す
。国
債
増
発
は
豊
富
な
貯
蓄
の

所
有
者
に
対
し
て
行
う
べ
き
で
あ
る
。

彼
ら
の
愛
国
心
に
訴
え
る
の
で
あ
る
。

貯
蓄
に
裏
づ
け
ら
れ
た
国
債
で
あ

れ
ば
、
現
在
す
で
に
高
水
準
に
あ
る

日
本
国
債
の
Ｃ
Ｄ
Ｓ
が
さ
ら
に
悪
化

す
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
よ
う
。
日
本

国
債
の
デ
フ
ォ
ル
ト
リ
ス
ク
に
対
す

る
見
方
は
改
善
が
期
待
さ
れ
る
。

な
お
、震
災
直
後
の
超
円
高
が
そ
の

あ
と
、円
安
へ
転
換
し
つ
つ
あ
る
よ
う

に
感
じ
ら
れ
る
。喜
ば
し
い
と
受
け
取

る
向
き
も
あ
ろ
う
が
、こ
れ
が
円
・
日

本
経
済
へ
の
信
頼
低
下
に
起
因
す
る

も
の
だ
と
し
た
ら
、質
の
悪
い
円
安
な

の
で
あ
り
、決
し
て
喜
べ
な
い
。


